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1施 策 概 要

〔1)電 気 事 業

45年 度 の電 力 需 要 は、 年 度 当 初 の電 力 需 給 計 画 にお い

て は 、 家庭 用電 気 機 器 の 普 及 が ほ ぼ 限 界 に近 づ い た こ と、

輸 出の 鈍 化 に よ る設 備 稼 働 時 間 の低 減等 の理 由 に よ り、

電 灯506Kwh、 電 力2068億Kwh、 これ に 対 す る供 給 力 は

送電 端 で2814億Kwh(う ち2406億Kwhは9電 力会 社 分)

と若干 の伸 び率 の鈍 化 が想 庫 され て いた 。 これ に対 して 、

実 績 で は電 力 はほ ぼ想 定 通 りの2082億Kwhに と どま っ た

が、 電 灯 は カ ラ ー テ レ ビの急 速 な普 及 、 夏 季 の高 温 に よ

る クー ラ ーの 高 度 の稼 働 等 の理 由 か ら想 定 を2.2%上 回

る517億Kwhと な り、電 灯電 力 合 計 で は前 年 度実 績 を12

%k回 る2599億Kwhと な った。

各 社 の 経 理 状 況 は、 上 期 ・下 期 と も安 定 的 に推 移 した

が 、46年 度 以 降 は景 気 後 退 等 に よ り収 支 が圧 迫 され る懸

念 が あ る。料 金 単価 につ いて み る と1Kwhあ た り電灯

11.85円(前 年 度 比6銭 安)電 力4.97円(前 年 度 比6銭

高)で あ っ た。

電 源 開発 につ い て は、 電 力需 要 の強 い伸 び を背 景 に、

年 度途 中 で電 源 開発 基 本 計 画 が 変 更 され 、 新規 着 工 分 が

1734万Kwhと 電 源 開発 史h最 大 の 規模 とな った。 ま た継

続 工 事 も、3107万Kwhと 前 年 に比 べ58%増 とな っ て い る。

しか しな お 、 ピー ク時 の供 給 予 備 率 は低 い水 準 に と どま

って お り、 問 題 を残 して い る。

(2)ガ ス 事 業

45年 度 は ガ スの 保 安強 化 、 ガ ス用 品 の 取 締 お よ び簡 易

ガ ス事 業 に対 す る公 益 事業 規 則 を 目 的 とす る ガ ス事 業 法

の一 部 を改 正 す る法律 が 公 布 、施 行 され 、 それ に 関 す る

政 省 令 が整 備 され た。

需 給 概 況 につ いて み る と、需 要 家 数 は1019万 戸 とな り、

前 年 度 に比 べ8.0%の 増 加 を示 し、 ガ ス の販 売 量 も44.5

億 ㎡ と前 年 度 に比 べ14.7%の 大 幅 増 とな っ た。

原 料 消 費量 で は液 化 天 然 ガ スが前 年 度比1120.6%増 の

大 幅 な伸 び を示 す と と もに、 石 炭 系 が微 増 し、石 油 系 お

よ び液 化 石 油 ガ ス系 が そ れ ぞれ7.1%、 お よび13.3%の

伸 び とな った 。

ガス 事業 の創 設 は7事 業 者 、 事 業 の 譲 渡 は一 事 業 者 で、

この 結 果 事 業者 の数 は238と な っ た。

(3)熱 供 給 事 業

近 年 、 わ が 国 に お い て も地 域 冷 暖 房 事業 が 実施 され る

段 階 に きて い るが 、 本事 業 が電 気 事 業 や ガ ス事業 と同 じ

く、 公 益 事 業 と して の性 格 を有 す る もの で あ り、 ま た 多

くの す ぐれ た特 質 を有 す る事 業 で あ る とこ ろか ら、公 益

事 業 局 に お いて 本 格 的 に そ の調 査 研 究 に取 組 む こ と と し

た 。

45年 度 は、 その 一 つ と して 、総 合 エ ネ ル ギ ー調 査会 の

も とに熱 供 給 部 会 を設 け、 検 討を 依 頼 す る とと もに 、 公

益 事 業 局 に地 域 冷 暖房 シ ステ ム ア ナ リシ ス検討 委 員会 を設

置しアこ。 同委員会においては、 地域冷暖房を型態別に

いくつかのパターンを想定し、それぞれについての経済

的試算を行なったのであるが、その結果、長期的には十

分経済的に成 り立つ事業であるとの結論を得た。熱供給

部会においては、この給果 をふまえ、昭和46年1月13

日地域冷暖房事業については電気、ガス事業 と同様な公

益事業 として位置づけることな らびに今後国としても積

極的に振興 してゆくにあたって、そのとるべき施策の方

向を内容とする中間報告が提出 された。

また、既に工事を開始 していた新宿新都心、千里ニユ

ータウン ・プロジエクトに対 しては日本開発銀行から、

札幌市街地に対 しては公害防止事業団か らそれぞれ融資

が行なわれた。

2電 気料金および電気事業の経理

(1)電 気 料 金

昭 和45年 度 の 電 灯 、電 力需 要 に つ い て み る と、 電 灯 は

51,706百 万Kwhで 前 年 度 に比 べ14.0%増 、電 力 は208,168

百 万Kwhで12.0%増 、 電 灯 、電 力 需 要 全 体 で は259,874

百万Kwhで12,4%増 とな り、 前年 度 に 引 き続 い て堅 調 な

伸 びを示 した 。

料 金収 入 に つ い て み る と、 電 灯 料 は6,134億 円 で前 年

度 に比 べ724億 円 の増 加 、 電 力 料 は10,350億 円 で1,222

億 円 の 増 加 、 合計 で16,484億 円 で1,946億 円 の増 加 とな

り、 いず れ も前年 度 に比 べ13.4%の 増 加 とな った 。

つ ぎに、 昭 和45年 度 の料 金 仕 上 り単 価(1Kwh当 り)

に つ い てみ る と、電 灯 は11.85円 で前 年 度 の11.91円 に

比k6銭 の 低 下 とな り、電 力 は4.97円 で前 年 度 の4.91円

に比 べ6銭 の 増 加 とな った 。

定額電灯

従量電灯

大口電灯

その他電灯

(電灯計)

業務用電力

小口電力

昭和45年 度の料金(9電 力会社)

大 口電 カ

ー 般

特 約

その他 電 力

(電力 計 〉

(電灯 ・電 プコ言十)

(使 用 量)

百 万Kwh

1,341

39,001

11,052

313

51,706

18,822

40,137

144,101

80,640

63,461

5,108

208,168

259,874

(収 入)

百 万 円

10,422

470,248

128,270

3,725

612,666

151,768

287,790

565,452

351,252

214,200

29,058

1,034,069

1,646,735

(単 位)

円

7.77

12.06

11.61

11.90

1ユ.85

8.06

7.17

3.92

4.36

3.38

5.69

4.97

6.34

〔2)電 気 事 業 の経 理

(1)9電 力 会 社 の 暇 和45年 度上 期 決 算

45年 上 期 の9電 力 会 社 の収 支 状 況 につ いて み る と、収

入 で は電 灯 ・電 力 料収 入 が8,601億 円,地 帯 間 お よ び他

社 販 売 電 力 料 、241億 円 、 そ の他 収 入 、202億 円 、 合計

で8,504億 円 とな り、 新 年 同期 に比 べ1,087億 円 、14.7

%の 増 収 とは た 。



支 出 に つ い て み る と、人 件 費 は1,465億 円で 前 年 同

期 に比 べ20.7%の 増 加 、燃 料 費 は電 灯 ・電 力需 要の 堅

調 な伸 び と若1=の 渇 水(98.3%)と い う こ と もあ って

1,291億 円 と前年 同期 に比 べ19.5%と い ずれ も大 幅 な

増加 とな って い る。 ま た、 減 価償 却 費 は1,367億 円 で

前 年 同期 に比 べ15.3%の 増 加 とな った 。 な お、 減 価 償

却実 施 率 に つ い て み る と、 定 額 法 対比 で134.0%、 定

率 法 対比 で99.9%と な っ た。

支出 合 計 で は8,044億 円 で 前 年 同 期 に比 べ1,013億

円 、14.4%の 増 加 とな っ た。 この 結果 、収 支差 額 は

459億 円 とな り、 前年 同期 に比 べ74億 円 、19.3%の 増 加

とな った。

②9電 ノ」会 社 の昭 和45年1隻.ド 期 決 算

45年 度 下期 の9電 力会 社 の 収 支 状 況 に つ い て み る と、

収 入 で は電 灯 ・電 力料 収 入 が8,423億 円 、地 帯 間 お よ

び 他 社販 売電 力 料 、221億 円、 その 他 収 入235億 円、 合

計 で8,880億 円 とな り、前 年 同 期 に比 べ895億 円、

11.2%の 増収 とな った。

支 出 につ い て み る と、人 件 費 は1,403億 円 で 前年 同

期 に比 べ13。0%の 増 加 とな っ た。 燃 料 費 は電 力 需 要の

伸 びが 前 年 同 期 に比 べ9.2%と 小 幅 に と どま った こ と

もあ って 、1,491億 円 と前年 同期 に比 べ8.1%の 増 加 に

と ど まっ た。ま た 、減価 償 却 費 は原r力 発電 設備 に対 す

る償 却 負 担 増 等 に よ り1,427億 円 とな り、 前年 同期 に

比 べ20,2%の 大 幅 な増 加 とな った。 なお 、減 価 償 却 実

施 率 につ いて み る と、定 額 法 対 比 で132.2%、 定 率 法

対 比 で99.9%で あ っ た。

支出 合 計 で は8,413億 円 で前 年 同 期 に比 べ849億 円

11.2%の 増 加 と な った 。 この結 果 、 収 支差額 は468億

円 とな り、 前 年 同 期 に 比 べ45億 円 、10.7%の 増 加 とな

っ たQ

以 上 の よ うに 、昭 和45年 度 に お け る9電 力会 社 の収

支 状 況 は電 灯 ・電 力需 要 につ い て は ヒ期 に比 し下 期 は

景 気 の 一般 的 な後 退 を反 映 して多少 伸 びが 落 ちた とは

い え 、 年 間 を通 じて の収 入 は堅 調 な伸 び を示 して お り、

ま た燃 料 油 価 格 につ いて は、下 期 にOPECに よ る値.ヒ

げ が あ っ たが 、 当年 度 決 算 面 に与 えた影 響 は軽 微 で あ

っ て、 表 面 的 に は順 調 な推 移 を示 して い る。

しか し乍 ら、46年 度 以 降OPEC諸 国 に よ る輸 入 燃 料

油 の値 上 げの 問 題 お よ び、設 備 投 資 の一 巡 化 に よ る投

資需 要 の 停 滞 、 ドル シ ョッ クに も とつ く景 気後 退 に よ

る電 力 需 要 の 伸 び悩 み 、 な らび に公 害 規 制 の強 化 に伴

う低 硫 黄 原 重 油 の 確 保 、電 源 立地 の 確 保 、都市 の過 密

化 対 策 の た めの 送 配電 設 備 の地 中化 等 に起 因 す る費 用

の 増 大 等 収 支 両 面 にわ た る悪 影 響 要因 は ます ます増 大

して い く もの と見込 まれ る。

この よ うに、 電 気 事 業 に対 す る収 支 圧 追 要 因 は近 年

次 第 に増 大 す る傾 向 に あ るが 、電 気 事 業 者 は 、経 営 の

合 理 化 を さ らに推 進 す る と同時 に 、広 域 運 営 の強 化 を

図 る等 に よ り コス トのh昇 要 因 を吸 収 す る こ とに よ り

電 気料 金 の 長期 安 定 を図 るよ う努 力 す る必 要 が あ る。

昭和45年 度電気事業収支(9電 力会社)

〔収 入〕

電 灯 料

電 力 料

(小 計)

地帯間販売電力料

他社販売電力料

その他収入

(合 計)

〔支 出〕

人 件 費

燃 料 費

修 繕 費

支払利息

減価償却費

固定資産税

事 業 税

地帯間購入電力料

他社購入電力料

(h期)

289,129

516,977

806,107

22,296

1,808

20,171

850,382

146,539

129,139

87,160

8],403

136,719

12,339

11,286

渇水 準備引当金取 りくず し

法 人 税

特別損失

その他費用

(合 計)

差 引

22,296

74,528

317

29,518

1,768

71,421

804,432

45,949

3電 力 需 給

(単 位:100万 円)

(ド 期)

324,295

518,022

842,317

20,538

1,644

23,538

888,038

140,346

149,053

90,748

86,580

142,614

12,388

11,835

20,538

73,180

△550

32,062

641

81,826

841,261

46,776

(合 計)

613,425.

1,034,999

1,648,424

42,834

3,452

43,709

1,738,419

286,885

278,192

177,908

167,983

279,333

24,727

23,121

42,834

147,708

△233

61,580

2,409

153,247

1,645,694

92,725

{1>需 給計画

昭和45年 度の電力需給計画は、電気事業法第29条 の規

定による9電 力会社、電源開発㈱、およびその他の卸電

気事業者の指定電気事業者14社 か ら提出された「昭和45・

46年 度電力供給計画」を検討 し、供給設備の有効利用お

よび経済運用[fliから、新規供給力の㌧糊 運用および休止

火力の運転再開、火力補修計画の調整、揚水式水力の活

用、電力融通計画の調整、自家発火力の有効活用および特

約需要に対する協力要請を行なうなど、広域的運用を十

分考慮 して策定 した。

計画策定の基礎となった電力需要については、需要実

績およびそのす う勢を分析検討するとともに、政府発表

の 「経済見通し」を前提に主要物資の生産動向、主要需

要家の生産計画および電力需給契約の動向を検討して、用

途別、業種別の需要動向を ミクロ・マクロの斉含性 を図

って需要電力量を想定した。すなわち、電灯需要につい

ては、住宅建設の増勢、世帯分化の進行などによって契

約軒数は安定的に伸びるものと見込んだ。また既存の家

庭用電気機器の普及はほぼ限界に近づいているが、生活

の高度化に支えられ、新たにカラーテレビ(普 及率45年

度31.3%)、 ルームクーラー(同9.3%)な どが急伸 し、

原単位(1口 あたりの電力消費量)の 上昇は見込めるが、

全体としての伸び率は若干鈍化するものと予想 した。一

方、電力需要のうち業務用電力は、都市の再開発に伴 う



ヒルの 局 暦 化 、 デ ラ ッ クス化 お よ び冷 房 設 備 の増 加 な ど

を考 慮 す る とと もに、最 近 の大 都 市 に お け る ビル建 設 の

鈍 化 と、 反 面 、 地 方 都 市 に お け る第3次 産 業(ス ーパ ー

マ ー ケ ッ ト、 レ ジ ャー施 設)の 進 展 に よ る底 固 い需 要 数

(契約KW)の 伸 び が 期待 され 、 ま た 、産 業 用電 力 につ

い て は、 金 融 引締 め 効果 が次 第 に生 産 活動 面 に波 及 し、

企 業 設 備 投 資 の伸 びは鈍 化 が 予想 され るが 、 な お 、省 力

化 投 資、 競 争 力 強 化 の た め の合 理 化 投 資な どは底 固 い動

きが 予想 され る。 しか しな が ら、輸 出 の 鈍 化 に よ る設 備

稼働 時 間 の 低 減 、 新技 術 の導 入 開 発(設 備 の 大型 化 、 製

法 転 換)お よ び 自家 発 予備 契約 の増 加 に よる電 力 原 単位 の

低 減 、 業 種 別需 要構 造 の変 化(機 械 を中 心 と した重 化 学

L業 の 進 展 と電 力 多消 費 産業 の小 口部 門 の伸 び悩 み)お

よ び 自家 発 電 等 の 大 幅 な 増加 が 見込 まれ 、 伸 び率 は鈍 化

す る もの と予 想 した。 そ の結 果 、45年 度 の9電 力 会 社 の

需 要 は、電 灯506億Kwh(対 前 年 伸 び率11.6%)、 電 力2068

億Kwh(対 前 年 伸 び率11.2%)電 灯 電 力 計2574億Kwh

(対 前年 伸 び率IL3%)と 想 定 した。

この需 要 に対 す る供給 力(送 電 端)と して は 、9電 力

会社 の 自社 発 電 量2406億KwA(水 力578億wh、 火 力

1818億Kwh、 原 了 力10億Kwh)、 他 社 か らの 受 電 力 が408

億Kwhで 合 計2814億Kwh(揚 水 用 電 力 縫41億Kwhを 含

む)と 想 定 した。

(2)需 給 状 況

h記 の 需 給 計 画 に対 して 、45年 度 の実 績 は次 の とお り

で あ る。

電 灯 需 要 は、 カ ラ ー テ レ ビの急 速 な普 及 、 生活 水準 の

向上 に よ る諸 機 器 の 普 及 等 を主要 因 とす る原 単位 の増 加 ・

さ らに今 年 度 の 気 象 条件 が夏 季 の高 温 、残 暑で あ った こ

とに よ り、想 定 を2.2%上 回 る517.1億Kwhで 前 年 度 に

対 し14.0%の 伸 び とな った 。 この伸 び 率 は40年 度 以 降44

年度(14.5%)に 次 ぐ高 い伸 び とな って い る。 一 万、電

力需 要 の う ち業 務 川 電 力 は 、 事務 所 ビルの 高 層大 型化 、

酊貨 店 の 新 増 設 、 ス ーパ ー マー ケ ッ トの 地 方 進 出 お よ び

ボ ー リ ング場 を中 心 とし た レ ジ ャー施 設 の 新 増 設 等 に よ

り根 強 い増 加 を示 し想 定 を5.2%上 回 る188.2億Kwhで

前年 度 に対 し21.9%の 伸 び とな った。 ま た産 業 用電 力 は 、

景気 の動 向 が下 降 傾 向 とな って きた た め受 注 減 一 生産 調

整 とな り、石 炭 鉱 業 、 ア ンモ ニ ア系 肥 料 が 前年 度 実績 よ

り落 ち込 み 、 石 灰 窒素 製造 業 ・電 炉 工 業 が横 這 い とな っ

た が、 化 学 工 業 、 ソ ー ダ工 業 、 ア ル ミニ ウ ム第1次 製 錬

業 お よ び機 械 器 具 製 造 業 が 大 きな伸 び を示 して い るが 、

過 去 の伸 び率 か らみ れ ばか な り伸 び率 は低 下 し、小 口電

力 で想 定 をO.7%上 回 る398.8億Kwhで 、前 年度 に対 し

10.3%の 伸 び を示 し、大 口電 力 に つ い て は 想定 の0.1%

減 とな る1441.4億Kwhと な り前 年度 に対 して10.8%の 伸

び に と どま った 。

以 上 の結 果 、電 灯 電 力 合 計 で は 当初 想 定 を1,0%上 回

る2598.7億Kwhと な り前年 度 に対 し12,4%の 伸 び とな っ

た 。 な お 、 白家 発 電 電 力 量 は君津 、富 山 、和 歌 山 、 水 島

共 同 火力 を は じめ と し、 さ らに 一般Il場 の 自家 発電 設 備

に つ い て も、 紙 ・パル プ、 化学.E業 、鉄 鋼 な どを主体 に

255.18Kwhの 新 増 設 が 行 な われ 、前 年 度 に対 し24.2%上

回 る566.2億Kwhと な った 。

供 給 力 は 、 自流 式 発電 所 の年 度 平均 出 水 率 が96.2%と

'ド水 を下 回 り、7月 か ら9月 上旬 に お い て は冷 房 需 要 の

大 きな増 加 に よ って 、 日電 力 箪 、最 大 電 力 と も連 日従来

の記 録 を更 新 す る よ うな事 態 が つづ き、 か な り需 給 の ひ

っ迫 した 日 もあ った が 、 火 力補 修 時 間の 調 整 、 融 通 の機

動 的運 用 お よ び需 要 調 整 を計画 以 ヒに実 施 す るな どの需

給 対 策 を講 じて需 給 の 均 衡 を保 持 す る こ とが で きた。 ま

た 、 下期 につ いて は 景 気鎮 静の 影 響 で需 要 が 計 画 を下 回

った た めの 安 定 し た需 給状 況 で あ った。 発 電状 況 は 、9

霞 力 会 社 の 自社 発 電 分 の送 電 端 電 力 量 は 、水 力 が 計 画 を

3%下 回 る560.9億Kwh、 火 力 が 計 画 を1.7%上 回 る

1847.8億Kwh、 原r一力 が11.8億Kwhと 計 画 を21.9%上 回

り合計 で2,420,5億Kwhと な り、他 社 受電 分417.2億Kwh

とほ ぼ計 画 どお りの0.7%、 前 年 度 に比 べ てIL9%上 回

った。

他 方 電 源 開 発 面 で は、45年 度 中 に 新 た に運 転 が 開 始 さ

れ た設 備 は水 力74万Kwh、 火 力509万Kwh、 原 子 力83万

Kwhで あ っ た。

(3)電 力 融 通

45年 度 か らは 電 力 融 通 を弾 力 的 か つ機 動 的 に運 用 で き

るよ う、 全 国 融 通 電 力 受給 契約 を改 定 し、受 給 態 様 別 に

需 給 調 整 融 通 、 経 済 融 通 お よ び相 互 調整 融 通 の3種 類 に

集 約 して契 約 種 別 の 簡 素化 をは か り、広 域 運 営 の 円滑 な

運 用 と需 給 ひ っ迫 時 の 安 定 に貢 献 した 。

融 通 実 績 の 種 類 別 の 特徴 は次 の通 りで あ る。

① 需 給 調 整 融 通 は前年 度 に対 し40%減 の5.4億Kwh

とな っ た。 そ の うち、 計 画分 につ いて は計 画 通 り実施

され た が 、随 時 分 につ い て は 、各 社 の 需 給状 況 に応 じ

て機 動 的 に受 給 され 前年 度 に対 し53,3%減 少 し2.0億

Kwhが 受 給 され た 。

② 経 済 融 通 は、需 給 ひ っ迫 と火力 補 修 の 積 極 的 実施

を反 映 して 、 各 社 と も火力 が高 稼 働 とな っ た ため 、0.3

億Kwhと 大 幅 に減少 し、35年 度 以 降 の 最 低 とな った 。

③ 系 統 運 用電 力 は系 統 変 更 に よ り前 年 度 に比 べ15.1

%減 少 し92.7億Kwhと な った 。

昭和45年度電力融通実績

(単.位:106Kwh%)

電 力 種 別

特 定 融通

需給謂整融通

経 済 融通

相互調整融通

系統運用電力

系 統 融通

合 計

目標または

基準電力鰍A}

4,354

354

227

8,468

13,4U3

45年度実績

③

前年度実績

(C)
㈹一⑥

4,185

544

26

355

9,272

738

15,120 .

4,487

817

59

532

10,926

712

17,533

△ 302

△273

△33

△177

△1,654

26

△2,413

(B)/(A)

96,1

1537

156,4

109,5

〔B)/⑥

(注)特 定融通には小口融通を含む。

112.8,

933

66,6

44,1

66.7

84.9

103.7

86.2



以 上 の よ うに 、昭 和45年 度 の 電 力融 通 は前 年 度 に 比

べ13 .8%減 の151.2億Kwhと な っ た が 、 これ は 主 と し

て系 統 運 用 電 力 の減 少 に よ る もの で あ り、 昭 和42年 度

以 降 の 最 低 で あ る。

〔4)受 電 認 可

昭 和45年 度 の 受電 認 可(受 電 々 力5,000Kwh以 上 、 昭

和45年12月7日 以 前 は3,000Kwh以 ヒ)は 、処 理 件 数 で

833件 と前 年 度 よ り144件 減 少 し、1時 間 平均 に よ る常

時電 力 の 増加 景 は304.3万Kwhの 減 少 とな った 。

この うち増 加 を示 した主 な業 種 は、 鉄鋼 業 の120.5万

Kwhを 最 高 に 化学1業44.8万Kwh、 機 械 器具 製 造 業39.2

万Kwh、 その 他 の 産業20.0万Kwhな どで あ る。

昭和45年 度供給力実績(9電 力会社 〉

(単.位:106Kwh)

項 目

自

社

発

電

水

力

発

電

所

会社別

自 流 式

貯水池式

揚 水 式

計

(送電端)

火力発電所

(送電端)

原子力発電所

(送電端)

合 計

(送電端 〕

北 海 道

2,289

381

2.670

〔2,656)

6,882

(6,391)

(一)

他 社 受 電

一一般気事業者間融通

揚水式発電所の揚水用電力

発 受 電 計

送 電 端 供 給 力

9,552

(9,047)

998

10,550

10,045

東 北

7,555

480

91

8,126

(8,096)

東 京

8,855

616

1,591

11,062

(11,014)

中 部

6,934

547

7,481

(7,449)

北 陸

4,475

1,184

5,659

(5,632)

関 西

10,196

1,065

522

11,783

(11,745)

14,738

(14,111)

65,230

(62,229)

31,825

(30,260>

4,304

(4,143)

40,970

(39,142>

中 国

3,236

333

3,569

(3,557)

四 国

1,296

766

164

2,226

(2,217)

九 州

2,956

632

155

3,743

(3,728>

9電 力会社計

47,792

5,124

3,403

56,319

(56,094)

(一)

311

(270) 〔 一) (一 〉

983

(911)

9,586

(9,053)

(一)

6,004

(5,718)

(一)

14,591

(13,728)

(一)

194,130

(184,775)

22,864

(22,207)

5,001

238

△150

27,953

27,296

76,603

(73,513}

39,306

(37,709)

9,963

(9,775)

53.736

(51,798)

13,155

(12,610)

ユ,294

(1,ユ81)

8,23e

(7,935)

18、334

(17,456)

IL898

△566

△2,107

85,828

82,738

251,743

(242,05Q)

5,557

△222

△911

43,730

42,133

2,482

1,354

ム ユ06

13,693

13,505

5,772

△413

△910

58,185

56,247

5,982

287

△256

19,168

18,623

755

△663

△6

8,316

8,021

3,270

△15

△89

21,500

20,622

41,715

0

△4,535

288,923

279,230

昭和45年 度電力需要の想定値 と実績値

想

定

値

実

績

値

電 力 量

(106Kwh)

電 力 量

(106Kwh)

伸 び 率

(%〉

想 定 比

(%〉

電 灯

電 力

合 計

電 灯

電 力

合 計

電 灯

電 力

合 計

電 灯

電 力

合 計

北海道 東 北

2,055

6,933

8,988

4,325

20,501

24,826

2,092

6,959

9,051

4,482

20,818

25,300

113 ,0

119.9

118.5

114.3

108,5

109.5

101.8

100.4

100.7

103.6

101.5

101.9

東 京

17,039

59,961

77,000

17,190

60066
,

77,256

113.7

111.8

112.2

100.9

100.2

100.3

中 部

6,060

32,868

38,928

北 陸

1,364

11,002

12,366

関 西

6,229

33,151

39,380

114.8

113.1

ユ13.3

102.8

100.9

101.2

1,402

11,230

12,632

1ユ3.7

113.3

113.3

9,852

41,913

51,765

10,196

42,527

52,723

114.2

11ユ.4

112.0

102.8

102.1

102.2

103.5

10ユ.5

101.9

中 国

3,374

14,098

17,472

四 国

1,692

5,599

7,291

九 州

3,466

13,876

17,342

1,758

5,644

7,402

U4,4

112.8

113.1

115.3

118.9

118.0

102.7

98.4

99.3

103.9

100.8

101.5

4,854

13,876

18,730

4,891

13,897

18,788

ユ]2.9

ユ08,8

109.9

100.8

100.2

100.3

9電 力会社 計

50,615

206,751

257,366

51,706

208,168

259,874

114.O

l12.0

112.4

102.2

100.7

101.0



(5)汽 力 発電 用燃 料

45年 度 の 燃 料 消 費量 は 、9電 力 会 社 につ いて み る と当

初 汽 力 発 電 々力 量 を1,903.5億Kwhと して重 油 換算 量4,

442万keこ の う ち石 炭1295万t重 油2991万k源 油771万k2

(当 初771万keを 希 望 して いた が石 油 審 査 会 で690万 と決

定 され た)と 見 込 ま れ て い た。 しか しな が ら上期 の電 力

需 要 の 増加 と前 年 度 に続 い てや や 渇 水 傾 向 の た め 、燃 料

消 費量 は 計 画 を や や上 回 る こ と にな った 。 す な わ ち汽 力

発 電 電 力 量 が9.電 力会 社 につ いて は1938億Kwh(計 画比

102%、 前年 度 比113%)と な り、 燃料 消 費量 は 、重 油

換 算 量4514万k2(計 画 比102%前 年 度比118%)そ の う

ち石 炭1254.7万t(計 画 比96.9%、 前年 度 比68.8%)重

油3078.1万ke(計 画 比103%前 年 度比114%)原 油724

万ke、(前 年 度 比183.8%)と な っ た。 その 他電 気 事 業 者

につ いて は 、汽 力発 電 電 力 量346億Kwh(計 画比101%

前 年 度 比123%〉 とな り、燃 料 消 費 量は重 油 換 算 量 で

842万k2(計 画 比104%、 前年 度比127%)こ の うち石

炭627万t(計 画比100.2%前 年 度 比102,3%)重 油376

万k2(前 年 度 比139.4%)高 炉 ガ ス150.8億N㎡(前 年 度

比121%)コ ー ク ス炉 ガ ス3.7億N㎡(前 年 度比144%)

とな っ た。 石 炭 引 取 りに 伴 う負 担 増 に つ い て は、 石 炭 増

加 引 取 交 付 金 制 度 に よ って 補 て ん措 置 が講 じ られ て い る。

45年 度 の 炭 価 値 上 げに 対 す る負 担 増 補 て ん につ い て は

炭 価 値i"げ に伴 う負 担増 の%を 政 府 が石 炭 特 別 会 計 よ り

補 て ん す る こ とに な って お り、9電 力 会 社 計 でh期3.4

億 円 下 期3,25億 円計6.29億 円 の交 付 金 が予 定 され て い る。

4電 源開発計画

(1)概 要

45年 度の電源開発は、長期の電源開発の目標に沿い、

予想 されるおう盛な将来の需要を勘案 して決定 された。

すなわち、年度当初、第52回電源開発調整審議会(昭 和

45年5月29日 開催)に おいて、昭和45年 度電源開発基本

計画の審議決定 をみたが、その後第53回 電源開発調整審

議会(昭 和45年10月28日)お よび第45回 電源開発調整審

議会(昭 和46年2月26日)の 議を経て、新規着手地点の

追加に伴 う変更が行なわれた。この結果、45年度の電源

開発規模は新規工事1734万kw、 継続 工 事3107万kw、

合計4840kw、 とな った。この新規着手規模 は過去最大

であった前年度の1652kwを5%上 回る電源開発史上最

大の規模 となり、また、新規および継続工事合計の電源

開発工事 も前年度の3622万kwを1218万kwを34%上 回

り、過表最大の規模 となった。

このような大規模な電源開発にもかかわらず、48年8

月におけるピーク時の供給予備率は38%と 低い水準にと

どまることが予想されている。これは安全供給に必要と

される供給予備率の水準8-10%を 大幅に下lli]るもので

あり、至近年度の電力需給バランスがなお心配 されてい

る。このような結果 となったのは、予想を上回る電力需

要の伸びに対処すべ く、電気事業者が新規着手を希望し

ていた・5地 点395万kw(45年 度 末現在)の 火力発電

所が公害問題等に関連 して地元の了解が得 られず電源開

発調整審議会に上程で きなかったことがおもな原因 とな

っている。

45年度の電源開発計画にみ られる特徴としては次のよ

うなことがあげられる。

水力開発の重点はピーク供給力 としての大規模揚水式

発電の開発に重点がおかれているほか、既利用河川の再

開発、総合開発関連地点 も着手 されている。

火力では大容量系統火力が大勢を占め、過密地域に立

地するものを初めとして、低硫黄原重油の使用や超高煙

突の設置、高性能電気集塵器の設置など公害防止対策に

十分留意 されている。また、近年の需給ひっ迫の対策と

して工期が短かいガスタービン発電所の新規着手 も決定

された。

原子力では軽水型5基 、504万kwの 新規 着手が決定

された。この結果、電源開発の工事の中で原子力の占め

る割合は、44年度の14%か ら45年度には20%と 急上昇し、

将来の需給バランスに占める割合も48年度約2.8%で あ

るのに対 して、45年度着手の原子力が運転開始する53年

度には約19%に 達する予定である。

送変電部門については、電源規模の増大に対応して、

500kv設 計 の基幹系統 を中心 とした送変電設備および

配電設備の拡充を図るとともに、超高圧系統の都心導入、

新配電方式の採用等流通設備の近代化を行ない、供給信

頼度およびサービスレベルの向上をはかることとされて

いる。

2)長 期計画

45年度の長期計画 は、目標年度を昭和55年 において策

定きれている。これは 「経済社会発展計画 【に準拠して

策定 され、第52回 電源開発調整審議会(和 昭45年5月29

日開催)の 議を経て決定 されたものであ り、その概要は

次のとお りである。

昭和55年 度の需要は8200億kwh(電 気事業用7000億kWh

自家用1200億Kwh)、55年8月 における電気事業用の最

大電力1億3000万kwで これ に対する供給は、水力3300

万kw、 火力1億100万kw、 原子力2700万kw、 合計

1億6100万kwを もって充足する。このため、計画期間

中における開発規模は1億1200万kw(水 力1500万kw、

火力7000万kw、 原 子力2700万kw)と な って い る。

(3)45年 度計画

45年 度の当初計画は、第52回 電源開発調整審議会にお

いて決定 され、継続工事3106万kw、 新規工事1220万kw

合計4326万kw、 所 要工事資金8458億 円(う ち電源部門

3988億 円)で あったが、その後53回 および54回審議会が

開催され514万kw、 所要工事資金158億 円が追加さ

れ、その結果次表の とおり新規工事規模1734万kw、 継

続工事規模3106万kw、 合計4840万kwと な り、所要工事資

金は8616億 円(う ち電源部門4058億 円)と なった。

(4)45年 度実績

45年度中に運転開始した発電設備の出力は次表のとk

りで工事の進捗状況は概ね順調であった。



○ 昭和45年 度運転開始出力表(単 位:万kw)

企業体別

電 源 開 発(㈱

公営電気事業者

9電 力 会 社

その他事業者

合 計

計画(A)

6

587

120

713

実績(B)

6

587

120

713

(A)一(B)

0

0

0

0

(5)資 金調達

45年度における電気事業の企業体別設備資金調達実績

は、次頁表に示す とお り、45年度の電気事業全体(一 部

自家発を含む、以 下同 じ。)の総工事資金実績が8,457億

円で'『初計画に比べると363億 円の減少 となった。

わが国経済は、40年 を景気の底として、経済活動は順

調に推移して きた。しかし44年9月 に至 り、景気過熱に

対するチ防的措置として金融引 き締め措置が実施 された。

◎ 昭和45年 度電源開発の規模

企

業

項

形
体

目

9電 力 会 社

電 源 開 発(株)

公 営電気事業者

その他電気事業者

自 家 用

総 計

新 規

継 続

の 別

新 規

継 続

計

新 規

継 続

計

新 規

継 続

計

新 規

継 続

計

新 規

継 続

計

新 規

継 続

計

最大出力合計(千kw)

水 力

2,310

1,842

4,152

1,894

1,894

99

122

221

5

5

25

25

2,409

3,888

6,297

火 力

8,646

17,923

26,569

1,237

4,534

5,771

9,883

22,457

32,340

原 子 力

5,043

4,694

9,737

26

26

5,043

4,720

9,763

計

15,999

24,459

40,458

1,894

1,894

99

122

221

1,237

4,565

5,802

25

25

12,335

31,065

48,400

工事資金(億 円)

発 電 部門

420

2,615

3,035

186

186

5

50

55

35

747

782

0

0

460

3,598

4,058

送 電 配

電 業 務

部 門 等

2,336

1,364

3,700

13

28

41

5

1

6

2,354

1,393

3,747

改 良

工 事

770

770

23

23

18

18

811

811

計

3,526

3,979

7,505

36

214

250

5

50

55

58

748

806

0

0

3,605

4,991

8,616

(注)第54回 電調審(昭 和46年2月 開催)資 料

これがため電気事業における45年度の設備資金調達には、

きびしいものがあった。そのため当省が中心となって資

金対策を検討する・とともに、大蔵省、日銀等に協力方を

要請した。

この結果、電力別枠債の発行(276億 円)、共同証券に

よる電力債買上げ(90億 円)、興、長銀の外債発行による

電力向け特別融資等の措置が講ぜ られる一方、市中銀行

か らの借入れ増、損保からの新規借入、外資の導入、電

力会社の社債消化促進策等によって資金調達の確保がよ

うや く達成 された。

45年度における全電気事業者の設備投資実績(純 増、

工事ベース)は 次頁表に示すとおり、総工事資金は8,457

億円でこれにその他返済金288億 円を加えた総所要資金

は、8,745億 円となり、計画に比べ337億 円の減少を示

した。

この総所要資金8,745億 円の調達実績 をみると自己貧

金では4,683億 円(減 価償却費を中心とする内部留保が

3,966億 円、 増資(手 取)に よるものが717億 円)で 計

画に対 して241億 円(内 部留保223億 円、増資18億 円)

の増 加 とな った 。

また 外部 資金(社 債 お よ び借 入金)は3,320億 円 で計

画 に対 し725億 円減 少 し、 延 払 借 入 で は147億 円 の増 加

とな っ た。

以 上 曝 課 、総所 要資金に占 める自己資 金鱒 拾 服6%

とな り、44年 度 の60.1%に 比 べ 低 ドした が 、外 部 資金 は

その反 面38。0%と44年 度 の33.5%と その 比重 を 高 め た。

な お 、電 気 事 業 者 全 体 の45年 度 に お け る外 資 の調 達 は

借 入 額292.8億 円 、 返 済 額138。9億 円 で差 引 き153.9億

円 の 増 加 とな った 。 この借 入 内訳 は、東 北電 力(株)39.6

億 円 、東 京電 力(株)127.2億 円 、関西電 力(株)100.1

億 円 、 お よ び 日本 原 子 力 発電(株)25.9億 円計292.8億

円 で あ る。

調 達 額 の 内 訳 は 、米 国 輪 出 入銀 行(EXIM)179.3億

円 、 マ ニ ュフ ァ クチ ュ ラー ズ ・ハ ノバ ー ・ トラ スk・h

ン パ ニ ー`MHTC)41,3億 円 、 ゼ ネ ラル ●エ レ ク トリ ッ

ク ●カ ンパ ニ ー(GE社)12.4億 円 、英 国原 子力 公 社(A

EA)3億 円 、 そ の ほ か モ ル ガ ン ・li".ラ ンテ ィな どの米

英 市 中 銀 行 借 入 が56.8億 円 とな って い る。



ま た、融 資対 象別 に み る と原 子 力 発 電 機 器 の輸 入 に か

か るGE社EXIM、MHTCお よ びWH社 か ら の 借 人 が、

174.2億 円 、原 子力 発電 所 建 設 資金 と してEX玉Mお よ び

チ ェ ー ス ・マ ン ハ ッ タン か らの借 入 が34.7億 円 、取 替 燃

料購 入 に か か るMHTCか らの 借 入 お よ びAEAか ら の 延

払 借 入8.3億 円 、計217.2億 円 と、 長 期 の タ イ ドロー ン

が 大 半 を占 め て い る。

この ほ か 、45年 度 の設 備 資 金 の 一 部 に充 当 す るた め東

北 電 力(株)が モ ル ガ ン ・ギ ャンテ ィほ か米 ・英3市 中

銀 行 か ら借 入 れ た39.6億 円 お よ び東京 電 力(株)がMH

TCか ら 借 入 れ た36億 円、 計75.6億 円 の イ ンパ ク トロー

ンが あ る。

企業体別設置資金調達実績および計画 〔純増〕 (単位:億 円)

項 目

企業体別

45

年
度

店

2

月
計
画

総 工 事 資 金

45

年

度

実

績

46

年

度

(

46

2

月

計

画

■ 事 資 金

延 払 工 事 費

米 国 輸 銀 、 国 内 外 メー カー等

計

内 部 留 保

増 資(発 行 額)

増 資 手 取 額

外 部 資 金

延 払 借 入

計

総 工 事 資 金

工 事 資 金

延 払 工 事 資

米 国輸 銀 、 国 内外 メ ー カ ー等

計

内 部 留 保

増 資(発 行 額)

増 資 手 取 額

外 部 資 金

延 払 借 入

計

総 工 事 資 金

工 事 資 金

延 払 工 事 資

米 国輸 銀 、 国 内外 メ ー カ ー等

計

内 部 保 留

増 資(発 行 額)

増 資 手 取 額

外 部 資 金

延 払 借 入

計

9電 力会社

7,608

7,134

474

205

7,813

3,307

(709)

558

3,474

474

7,813

7,356

6,831

525

203

7,559

3,566

(709)

560

2,908

525

7,559

9,806

9,126

680

302

10,108

3,657

(1,234)

973

4,798

680

10,108

電源開発(株)

235

公営電気事業者

55

235 55

2

237 55

236

() ()

1 55

237 55

220 44

220 44

3

223 44

237

(一) (一)

△14 44

223 44

319 55

319 55

3

322 55

204

(一) (一)

118 55

322 55

その他電気事業者等

922

801

121

55

977

200

(148)

141

515

121

977

837

620

217

82

919

163

(158)

157

382

217

919

905

679

226

81

986

235

(115)

114

411

226

986

合 計

8,820

8,225

595

262

9,082

3,743

(857)

699

4,045

595

9,082

8,457

7,715

742

288

8,745

3,966

(867)

717

3,320

742

8,745

11,085

10,179

906

386

11,471

4,096

(1,349)

1,087

5,382

906

11,471

5電 気設備および保安

(1)電 気 設備 の整 備 充 実

① 発電 設 備

昭和45年 度 末 に お け る電 気 事 業 用 お よ び 自家 用 の 発

電 設 備 は 、水 力1,575ヵ 所2,004kw、 火 力562ヵ 所

4,692万kw、 原 子力5ヵ 所133万kw、 計2,142ヵ 所6,829

万kwと な っ た 。 この うち、 電 気 事 業 用 の 発 電 設 備 は 、

水 力1,435ヵ 所1,892万kw、 火力136カ 所3,871万kw、

原 子力4ヵ 所132万kw、 計1,575ヵ 所5,895万kwで わ

が国 の総 電 発 出力 の86,3%を 占 めて い る。

(イ)水 力 設 備45年 度 に お け る水 力 発 電 設 備 の 新 増 設

地 点 数 は9電 力 会 社6ヵ 所 、 その 他 電 気 事 業 者 、6

ヵ所計12ヵ 所 で あ った。

この う ち特 に注 目 され る こ とは 、関 西 電 力(株)



喜 撰 山発電 所 、 東 京電 力(株)安 曇 発 電 所 、 水殿 発

電 所 の 大容 量 揚 水 発電 所 が 完 成 した こ とで あ る。

喜 撰 山 発電 所 は 、 最 大 出 力46.6万kwを 発電 す る純

揚 水 発電 所 で 、採 用 され た フ ラ ン シ ス形 ポ ン プ水 車 、

24万kwは 、 単機 容量 で記 録 的 な もの で あ る。安 曇 発

電 所 お よ び水殿 発電 所 は 梓 川 水系 の 再 開 発 を め ざ し、

奈 川 浸 、 水 殿 、 稲核 の3ア ーチ ダ ム を設置 し計90万

kwの 電 力 を発電 す る もの で 、安 曇 、 水殿 発 電 所 と も

3,4号 機 の運 転 開始 に よ り、す べ て 完 成 した.

この ほか 、東 北 電 力(株)片 門発 電 所5,7万kw

中部 電 力(株)矢 作 第1発 電 所6万kw、 矢 作第

2発 電 所3,1万kw、 北 海 道営 岩 尾 内発 電 所2,8

万kw、 態 本 県 営 緑 川 発 電 所2,8万kwな ど が あ

る。

(ロ)火 力 設備45年 度 に お け る竣 工 設 備 は、9電 力

会 社17ヵ 所438,9万kw、 そ の他 の電気 事 業者6

ヵ所116,4万kw、 自 家 用SOekw以hの もの88

ヵ所175,9万kwの 新 増 設 が あ った 。

この う ち特 に注 目 され る こ とは 、 関 西電 力(株)

海 南 火 力1,2号 各45万kw、 東 京電 力(株)鹿 島

火力1号60万kwの 大 容 量 火力 が運転 開始 した こ と

で あ る。 これ らの ユ ニ ッ トは超 臨 界 圧 の もの で 国産

と して は 姉 ケ 崎 火 力2号 に つ ぐ もの で あ る。 ま た、

中 部電 力(株)西 名古 屋 火力1,2号 各22万kwは

昼 間 負 荷 火力 と して建 設 され た もの で 深夜 な ど需 要

の少 な い時 間 帯 に はユ ニ ッ トを停 止 し、需 要 の 多 い

時 間 帯 に全 負 荷運 転 を 行 な う起 動 停 止 の 所 要 時 間 の

短 い設 計 とな って い る。

自家 用 発電 設 備 では 石 油 、化 学 、紙 パ ル プ、鉄 鋼

な どの業 種 に お いて 建 設 され た もの が 多 く、 単機 容

量 も増 大 す る傾 向 を示 して い る。

㈲ 原 子 力 設 備 原 子 力 の発 電 設 備 で は 、 関 西電 力

(株)美 潟 原 子 力 発電 所1号 機 が45年11月 に 、東 京

電 力(株)福 島 原 子 力 発電 所 が46年3月 に運 転 を開

始 した 。

美潟 原 了力 発 電 所1号 機34万kwはWH社 の 製 造 に

よ る わが 国 初 の 濃縮 ウ ラン軽 水 型 原 子 炉(加 圧 水 型 、

熱 出 力1,031WM)が 採用 され 、 タ ー ビ ンお よ び発電

機 は国 産 機 を採 用 した もので ある。福 島 原r一力 発電 所1

号機46万kwは 、濃 縮 ウ ラン軽 水 型(沸 と う水 型 、熱 出

力1,213MW)を 採 用 した もの で タ ー ビ ン、発電 機 と

と もにGE社 よ り輸 入 した もの で あ る。 この2原 子力

発電 所 の運 転 開始 に よ り、 わ が国 の原 子 力発 電 所 は5

基133万kwと な り、 い よ い よ本 格 的 な原f力 時 代 に入

った 。

② 変電 設 備

昭和45年 度 末 に お け る9電 力 会 社 と電 源 開発(株)

の 変電 設備 は2,866ヵ 所 、 出力12,602万KVAと な っ た 。

また 、45年 度 中 に新 増 設 され た超 高 圧 変電 所 は 、 自家

用2ヵ 所 、28万KVAを 含 め 、23ヵ 所542,9万KVAで

あ っ た。 これ らは 、電 力 需 要 の大 都 市 集 中 化 や発 電 所

の電 源 立 地 の 遠 隔化 に よ る超 高圧 送 電 線 の 拡充 に伴 っ

て増強 されπもの、あるいは電力の供給信頼度の向と

対策 としてギ要系統の整備の一環 として拡充 されたも
のである。

新増設された事業用超高圧変電所としては、関東地

区では東京電力(株)鹿 島変電所、東毛変電所、北多

摩変電所および東富士変電所、中部地区では中部霞力

(株)西 濃変電所、三河変電所 、信濃変電所、関西

地区では関西電力(株)海 南港変電所、新生駒変電所、

伊丹変電所および新加占川変電所があり、このほか北

海道電力(株)室 蘭変電所、東北電力(株)本 名変電

所、中国電力(株)広 島変電所、四国電力(株)香 川

変電所、大州電力(株)上 津役変電所、三池変電所、

人吉変電所等がある。

また、一一般 需要家に直接関係の深い6.6万 クラスの

変電所については電力の質の向上および供給信頼度の

向上か ら470万KVAの 増強 が行 なわれた。
一方変電所の公害対策 として低騒音器の採用が各社

において積極的に進められたほか、都市の過密化に伴

う用地の有効利用、環境調和などの観点 より地下変電

所が多くなって きた。

③ 送電設備

昭和45年 度において送電線路は、最近の電力需要を

反映 して、増大の一一途 をたどり、基幹系統の整備拡充、

系統の強化整備および電源の拡充に伴 うものに重点か

おかれた。このため、北海道電力(株)で は奈井江 幹

線の1回 線増架、函館幹線などがしゅん工した。

東北電力(株)で は東北新幹線の増架工事がしゅん工

し、来年度の奥羽幹線のしゅん工により秋田聴一仙台

鮪～本名賄一新潟肱を結ぶ超高圧系統が形成されるこ

ととなる。東京電力(株)で は福島幹線、西北線、鹿

島火力線、新古河線などがしゅんIlし た。福島幹線は

一部を除 きそのほとん どが500kv設 計の送電線であ

り、福島原子力の発生電力の輸送ばかりでな く将来の

東北電力(株)と の連けいを考えているものである。

西北線は東京都心部の需要増に対処するため都心部へ

の超高圧導入計画の一環 として設けられたものであり、

将来、西東京%～ 北多摩聡～新循聴一城南%～ 江東%

～新京葉%を 結ぶ東京都内東西横断超高圧系の一部を

形成するものである。また、新占河線は、この超高圧

系統の東側の系統を構成する500kv、 外輪系統である

房総線の延長であり、今回完成 した大部分は500kv設

計となっている。中部電力(株)で は渥美火力線、高

根信濃線がしゅん工 した。渥美火力線は渥美火力の発

生電力を輸送するものであり、名占屋超高圧外輪系統

に、連 けいされる。高根信濃線は長野地区の需要増に

対処する超高圧系の導入であり、九州電力(株)で は

220kv系 統の強化が行なわれ、上津役幹線、三池幹線

などがしゅん工 した。

45年度末における500kv設 計 の送 電 線路はこう長

723㎞ に達 し、東京電力(株)に は安曇幹線、福島幹線、

房総線、および新古河線、中部電力(株)に は高根幹

線、関西電力(株)に は若狭幹線、海南火力線および



喜撰山線、電源開発(株)に は阪奈線がそれぞれ しゅ

ん工 し、275kv運 転 を行 っているが将来の500kv昇

圧に備 えて整備が進展 している。なお、近年送電線の

建設は、需要の急激な伸びに対処 して大幅に増加 して

いるが、一方では線路用地の取得が年々困難 となり、一

部には工事着工の遅れや用地交渉の難行からしゅん工

が大幅に遅れるケースが目立っており、用地の先行 取

得は、特殊技能工の養成、機械化による工期の短縮化

とともに、重要な課題 となっている。

④ 配電設備

わが国でな大都市 を中心 として地域社会の変ぼうが

著しいテンポで進展しつつあ り、これが都市の過密化.

住宅地の外延化、農山村の過疎化などとなって現われ

ている。これに伴い電気の消費面では、都市での高層

ビル化、家庭電化の普及の進展および産業の発展によ

り電力の消費量は年々増加の一途をたどり、加えて電

力に対する依頼度や電圧、信頼度など質 と量との両面

での要請が益々高度化 している。このため、配電設備

については、これ らの要請に応えるためその近代化が

積極的に押 し進められている。45年度末の配電設備は

配電線延長226万km(前 年度217万km)配 電用変圧器

303万個(前 年度304万 個)と なった。供給電圧の改

善については、前年度 に引続 き配電用変電所の新増設、

配電線のサイズアップ、 き線数の増設による負荷配分

の適正化、単担3線 式配電の推進などの対策により1

00V需 要家の電圧に関 しては需要家の98.4%(前 年度

98%)に 対 して、200V需 要家の電圧に関しては前年

度に引続 き100%の 需要家に対 して規定値(101V±

6V、202V±20V)間 で供給で きるようになった。

供給信頼度の同上については、従来の樹枝状配電方

式に対 しより停電の少ない信頼度の高い供給ができる

ループ配電、スポットネットワーク配電の導入や 自動

区分開閉器の設置 による事故の極限化、配電線 への絶

縁電線の採用な らびに作業停電の縮小化のため配電線

の活線作業化などの対策の結果、一需要家 当た りの停

電回数 は2.39回/年(前 年度2.60回/年1と なり、延べ停

電時間は342分/年(前 年度340分/年)(い ずれ も災 害に

よるものを含む)と なった。配電電圧について は、長

期的に電力需要をみた場合に現行の6.6kv供 給のまま

では特 に過密化の進んだ地域の設備が膨大 かっ複雑と

なり技術面、サービス面で行詰まりが予想されるため、

その打開策 も含めて配電電圧として22(33)kvを 採用

するための検討を進めている。

この一環として電力中央研究所においては赤城実験

用配電線を設置 し、また東京電力(株)が 榛名山麓 に

群馬配電線を、中部電力(株)が 小牧に小牧西田線を、

関西電力(株)が 淡路島に鳴門配電線を22(33)kv実

用線 として設置 し、安全性の実証、保護 方式の確立な

ど種々技術的な調査を行なっている。

⑤ 電力用保安通信設備

電気事業における通信回線は、信頼度が高 く品質の

よい回線が要求されているが、この 要求 に答 えて各

社 とも通信回線の整備拡充に努めており昭和45年 度に

竣工 した主な保安通信設備の概要は次のとおりである。

北海道電力(株)札 幌給電所一西札幌変電所一双

葉開閉所間結電指令用回線(双 葉開閉所新設関連):

この回線は、札幌給電所一西札幌変電所間は400MC

帯無線設備で西札幌変電所一双葉開閉所間は電力線搬

送設備で構成されている。

東京電力(株)浜 松町系統給電指令所一西部変電

所間給電指令用回線(西 部変電所新設関連):こ の回

線の第1ル ー トは、PCM搬 送 設備 、通信ケーブルで、

第2ル ー トは、7,000MC帯 無線設備、PCM搬 送設

備および通信ケーブルで構成 されている。また、多摩

給電所一西部変電所間の第1ル ートは通信ケーブルで

第2ル ー トは7,000MC帯 および400MC帯 無線設備な

らびに通信ケーブルで構成 されている。

東京電力(株)田 端系統給電指令所一鹿島火力発

電所間および水戸給電所一鹿島火力発電所間給電指令

用回線(鹿 島火力発電所新設関連):

前者の第1ル ートは7,000MC帯 無 線設備で、第2

ルー トは7,000MC帯 お よび電力線搬送設備で構成 さ

れている。後者の第1ル ー トは7,000MC帯 無 線設備

で、第2ル ー トは、7,000MC帯 無 線設備、電力線搬

送設備およびケーブル搬送設備で構成されている。

中部電力(株)東 系統給電所一渥美火力発電所間

給電指令用回線(渥 美火力発電所新設関連):

この回線の第1ル ー トは、7,000MC帯 無 線設 備で、

第2ル ー トは、7,000MC帯 無 線設備 お よび ケーブ

ル搬送設備で構成 されている。

中部電力(株)長 野支店給電所一信濃変電所間給

電指令用回線(信 濃変電所新設関連):こ の回線は

7,000MC帯 無 線 設備 で構成 されている。

関西電力(株)中 央給電指令所一成出制御所間給

電指令用回線:こ の回線は、電力線搬送回線を7,000

MC帯 無線回線に変更して信頼度および回線品質の向

上をはかったものである。

四国電力(株)中 央給電指令所一吉野川開閉所間

給電指令用回線:こ の回線は、電力線搬送回線を7,000

MC帯 無線同線に変更して信頼度および回線品質の向

上 をはかったものである。

九州電力(株)中 央給電指令所一唐津発電所間給

電指令用回線(唐 津発電所増設関連):こ の回線は、

唐津発電所の増設に関連 して現在のルー トのほかに別

ルー トを設けたものであり7,000MC帯 無 線設備で構

成されている。

電源開発(株)糖 平給電所一足寄発電所間給電指

令用回線:こ の回線は、電力線搬送回線を7,000MC帯

無線回線に変更した ものである。

電源開発(株)糖 平給電所一北海道電力中央給

電指令所および糖平給電所一桂沢発電所間給電指令用

回線:こ の回線は、電力線搬送回線を7,000MC帯 無

線回線に変更 して信頼度および回線品質の向一ヒをはか



った もの で あ る。

② 電 気 用 品の 取 締 り

電 気 用 品 取 締 法 の 対 象 とな る品 目 は、 現 在 甲種 電 気 用

品 は323品 目、乙種 電 気 用 品 は89品 目で あ る。 甲種 電 気 用

品 の 登録 製 造 事 業 者 数 は 、昭和45年 度 末 現 在 全国 で4,179

あ り、この う ち294は45年 度 に増 加 した も.ので あ る。 ま た、

乙種 鷹 気 用 品製 造 事業 者 数 は4,660、 甲種 電 気 用 晶 輸入 事

業 者数 は149、 乙種 彪 気 用品 輸入 事 業 者 数 は124と な って

い る。な お 、45年度 にお け る型 式 認 可件 数 は、4,156件 にの

ぼ った 。

電 気 用 晶 の取 締 りに つ い て は 、毎 年 、 登 録製 造 工 場 お

よ び 輸 入 事業 者 へ の 、γ入 り検査 お よ び 市販 電 気 用 品 の買

い ヒげ 試験 を実 施 して い る。45年 度 に お いて は 、 立入 り

検 査 は713工 場 にっ い て 実施 した が、この うち違 反 の あ っ

た[場 は283工 場 で あ った 。これ らの違 反 事業 者 に つ い て

は 、 違 反 事 項 に 関 して改 善 命令 等 を 発動 し改 善 す るよ う

指導 して い る。 また 、 市販 電 気用 品 の買 い ヒげ試験 は 、

24品 目332点 につ いて 実 施 した が 、この うち不 良 電気 用品

は 、 軽 微 な 違反 も含 めて82点 で あ った。 これ ら不 良 品製

造 事 業 者 お よ び 輸 入 事 業者 に対 して も 蹉入 り検 査 の 場 合

と 同 様 、改 善命 令 等 を発 動 して製 品の 改 善 を行 な わせ る

よ う措 置 した 。

(3)1三 任技 術 者 の 資格 認 定

① 電 気 主任 技 術 者

慮 気 主 任技 術 者 免状 を取 得 で きる 条件 の 一 つ で あ る

電 気 芒任 技 術 者 国 家試 験 は、筆 記試 験 お よ び 口述 試験

(第3種 は筆 記 試 験 の み)に よ って 行 な われ るが 、45年

度 に お け る受験 者 お よ び合格 者 は 次 の とお りで あ る。

な お 、 本 年 度 は 「沖 縄 に お け る免許 試 験 及 び免 許 資

格 の特 例 に 関 す る暫 定 措 置 法」 の施 行 に よ り沖 縄 に お

い て も国家 試 験 を行 な った 。

(試 験 の 種 別)

第1種

第2〃

第3〃

(計)

(受 験 者)

369名

2,836〃

16,124〃

19,329〃

〔合 格 者)

4名

157〃

2,116〃

2,277〃

(合 格 率>

1.1%

5.5%

13.1〃

11.8〃

ま た、 前 述 の 国 家試 験 合 格 者 の ほ か 、 所定 の 学 歴 お

よ び実 務 の 経 験 を 有 して い る者 お よ び通 商 産 業 大 臣の

認 定 を受 けた 者 も申 請 に よ り電 気 主 任技 術者 免 状 の 交

付 が 受 け られ る こ とに な って お り、 それ らの者 に対 す

る45年 度 にお け る免状 の交 付 数 は第1種286名 、第2種

913名 、第3種3,347名 で あ った 。

〔4)喧 気 工 事 士 法 の 施 行 等

電 気 工 事 ±=法が 昭和35年10月 か ら施 行 され て以 来 、 昭

和45年 度 末 現 在 で電 気 「事1=免 状 の 交 付 を受 け た者 の 数

は 、363,821名 に達 した 。

昭 和45年 度 に お け る免状 交 付の 状 況 は、次 の 表 の とお

りで あ る。

電気E事t試 験合格によるもの 23,136名

電 気.1二事i;養 成施 設の 修 了 に よ る もの 4,545〃

都道府県知事の認定によるもの 1,162【 〃

(計) 28,843〃

この資格取得の一つの方法である電気工事士試験の昭

和45年 度における実施状況は、次の表に示す とおりであ

る。

筆 記 試 験

技 能 試 験

受 験 者

51,312名

41,669〃

合 格 者

25,611名

24,417〃

合 格 率

丑9二9

58.6

修 了 者 に 無試 験 で 資格 が 与え られ る電 気 工 事.1;es成 施

設 は、 毎 年 そ の 増 加 をみ て い るが 、 昭和45年 度 に は新 た

に11個 所 が 指 定 され 、 合 計147個 所 とな った。この 養 成施

設 の定 員 の 合計 は 、7,133名 に達 す る。

な お、 社 団 法 人 日本電 気 協会 で行 な わ れて い る高 圧 電

気 工 事 技 術 者 試験 の 昭和45年 度 に お け る実 施 状 況 は、 次

の 表 の とお りで あ る。

受 験 者

12,350名

合 格 者

4,843名

合 格 率

39.2%

(5)電 気工事者の登録等

電気工事業を営む者の登録及びその業務の規制を行な

うことによ り、その業務の適【}三な実施を確保 し、 もって

一般用電気L作 物の保安の確保に資することを目的とし

て、電気工事業の業務の適正化に関する法律が昭和45年

11月21日 から施行 されたが、これに基づき登録(建 設業

法に現定する建設業者は届出)し た電気工事業者は、昭

和45年 度末現在で下表のとおりである。

登録 又け
届出先

登録又は
届出

通商産業大臣

通商産業局長

都道府県知事

計

登録業者

16

(件)

46

42,754

42,816

届出業者

270

(件)

151

8,040

8,461

(6)電 気事故

最近における電気の供給支障事故および設備事故は、

次頁第1表 および第2表 に示すとおりであり、台風等諸

災害の影響を別として、一般的には年々減少 しており、

45年 度では前年度に比 しさらに減少 した。これは、設備

の増 強とあいまって技術進歩による設備自体の信頼度向

上、また、電気事業者の点検整備など保守体制の近代化

が進 められたことによる。

感電事故については第3表 に示すとおり、近年かなり



の減少傾向にあったが、45年 度では前年度に比 しわずか

の減少にとどまった。これは 「公衆」では前年度よ りも

大 きい被害数であり 「操業者」の減少がこれをEま わっ

たため全体として減少した。 「公衆」の感電事故では誤

って電気施設に触れる場合が約8割 を占める。 したがっ

て今後とも設備の改善を一層推進するとともに、公衆一

般に対し的確な知識の普及を図ることが肝要である。

第2表 設備別事故率

【9電力会社および電源開発㈱】

水 力 発 電 所

(件 数/1,000kw)

汽 力 発 電 所

(件 数/1,000kw)

内 燃 力 発 電 所

(件数/1,000kw)

変 電 所

(件 数/1,000KVA)

送 電 線 路

(件数/100km)

高 圧 配 電 線 路

(件数/100km)

第3表 感電事故被害者数

昭 和40年 度

〃41〃

〃42〃

〃43〃

〃44〃

〃45〃

6ガ ス 事 業

(操 業 者)

577

535

489

400

422

403

水 力

設 備

電 気

設 備

汽 力

設 備

電 気

設 備

内燃力

設 備

電 気

設 備

架 空

地 中

架 空

地 中

昭和40
年 度

0.027

0.073

0.013

0.002

0.41

0.19

0.008

4.82

4.61

12.12

18.48

(単位 … 人)

(公 衆)

552

549

548

513

454

466

(計)

1,129

1,084

1,037

913

876

869

(1)概 況

① 改正ガス事業法の施行

昭和45年 度は、ガス事業法の一部を改正する法律が

公布、施行 されるなどガス行政の うえにおいて重要な

な意義をもつ年であった。

45年4月13日 に法律第18号 をもって、保安規制の強

化、ガス用品の取締 りおよび簡易ガス事業に対する規

制を3本 の柱 とする一部改正法が公布され、その後同

法を施行するための政省令等の制定、改正の作業が鋭

意進められ、同年10月12日 から施行された(ガ ス用品

第1表 供給支障事故率

【9電力会社および電源開発㈱】

昭 和40年 度

ri41ri

〃42〃

〃43〃

〃44〃

〃45〃

0.244

0.141

0.108

0.070

0.064

0.057

(注)年 間 発 生電 力量100万kwhあ た りの 事 故 件数

昭和41
年 度

0.009

0.023

0.009

0.001

0.65

0,10

0.005

3.91

3.86

6.98

15.60

昭和42
年 度

0.010

0.027

0,006

0.001

0.24

0.07

0.007

4.63

3.25

5.49

12,71

昭和43
年 度

O.009

0.Ol2

0.004

0.001

0,21

0.08

0.003

3.08

2.88

3.61

10.11

昭和44
年 度

O.015

0.031

0.004

0.001

0.10

0,01

0.002

2.83

2.05

3.10

8.73

昭和45
年 度

0.004

0.Ol4

0.003

0.001

0.06

0,05

0.002

2.84

1.58

3.00

4.57

関係の政令等は、46年4月1日 施行ノ。

(イ)ま ず政令関係では、ガス事業法施行令の一部改

正により、特定ガス発生設備の定義、ガス工作物検

査官の資格、報告の微収、権限の委任等が定められ

た。また、ガス事業法関係手数料令が制定 され、ガ

ス工作物の使用前検査・定期検査、ガス主任技術者

国家試験受験料等の手数料が定められた。次に省令

関係では、ガス事業法施行規則、ガス工作物の技術

上の基準を定める省令、地方ガス事業調整協議会規

則の制定、ガス事業会計規則の一部改正が行なわれ、
一部改正法施行の日(10月12日)に 合わせて施行と

なった。

㈲ その他

ガス工作物の技術上の基準の細 目を定める告示、

ガスの熱量および燃焼性の測定方法を定める告示等

が定められたほか、法令の制定、改正に伴 う運用上

の諸問題についての取扱い通達が出 された。一方、

改正法令の内容、手続等についての説明会を各通産

局所在地で開催し、その周知徹底を図った。

② 大阪ガス爆発事故関係

昭和45年4月8日 大阪市大淀区の市営地下鉄工事



現場においてガス爆発により死者79名 、重軽傷者420名

という人的損害と物的損害を出す という悲惨な事故が

発生 した。政府としては、ただちに通商産業大臣を本

部長 とする 「大阪ガス爆発事故対策連絡本部」を総理

府に設置 して、関係各省庁が英知を集めて効果的な事

故防止対策を検討することとした。まず、早急に必要

な対策 を講ずることとし、5月1日 「ガス爆発事故の

防IEに 関する緊急の措i韻こついて」を決定 した。その

主な項目は、

(イ)ガ ス導管の保安確保対策の再協議

(ロ)ガ ス導管の移設等の実施

㈲ 緊急しゃ断装置の設置

(二)ガ ス導管の防護方法の改善

(ホ)ガ ス導管の監視および通報体制等の確、γ

(へ〉 協定書の締結等責任体制の明確化

等であるが、当省ではこれらの決定および44年12月 に

まとめられたガス導管防護対策会議(議 長星野和東大

教授)の 報告を参考にして技術基準を整備することと

し、45年7月1日 付けをもってガス事業法施行規則の
一一部 改正を行ない、即日施行した。

また、同年7月15日 には上記対策連絡本部で事故防

吐二に関す る基本的施策として、

(イ)導 路掘削工事に関する長期計画の策定

(・〉 共同溝の建設促進

(ハ)工 法の安全化の推進

(二)ガ ス漏えい検知器等の研究開発および実用化

(ホ)地 下埋設物台帳等の整備

等を決定したほか、同年5月1日 決定の緊急対策の う

ち、他工事に伴 うガス導管の保安確保に関する責任の

明確化の基準等を定めた。

当省では、これ らの決定にしたがって検討を進め、

まず地下鉄工事等の他1二事が行なわれている三大都市

および地方中堅都市を供給区域 とする12ガス事業者を

対象にして、地下鉄企業者等 との間に標準協定書を締

結するよう指導 した。

また、他工事の工事現場におけるガス漏えいの早期

発見を図るため、効果的に作動する高性能ガス漏 えい

検知器の開発研究を進めることとし、昭和45年 度特別

研究調整費(科 学技術庁予算)に より㈹日本瓦斯協会

(委員長北川徹三横浜国大教授)に.委 託 した。

〔2)需 要家戸数の推移、ガスおよびコークスの需給

ガスの需要家戸数は、45年末において10,186千 戸にな

り、44年末の9,433千 戸に比べ8.0%増 加した。この結果

全国の供給区域内の普及率は、62.5%に 達した。

◎ 需要家戸数

45年末

44〃

対前年増加戸数

対 前年 増 加率

(家 庭 用

9,575

8,902

673

7.6%

(単 位:1,000戸)

(そ の 他)

611

531

80

15.1%

(計)

10,186

9,433

753

8,0%

ま た、 ガス販 売 量 は44.5億 ㎡(1万kca1/㎡ 換 算)と

な り、 前年 の暖 冬 に く らべ て 今 年 は1月 ～4月 の 気 温 が

低 か った た め前 年 よ り14.7%の 増 加 を示 した。 用 途 別 の

内訳 は、 家庭 用16,6%増 、商 業 用12.4%増 、工業 用8,8%

増 、 その他 用14.3%増 とな って お り、 そ の構 成 比 は、 家

庭用64.1%、 商 業 用19,3%、 工 業 用10.8%、 そ の他 用5.8

%と な って お り、家 庭 用 の比 重 が昨 年 よ り1.0%高 ま って

い る。

◎ ガス用途別販売量

(単 位:100万 ㎡:1万kcal/㎡ 換 算)

45年

44年

対前年増加数

対前年増加率

45年

44年

対前年増加数

対前年増加率

(家 庭 用)

2,850

2,444

406

16.6

(そ の 他 用)

259

226

33

14.3

(商 業 用)

857

763

94

12.4

(計)

4,447

3,875

572

14.7

(工 業 用)

481

442

39

8.8

次 に、 生 産 量 お よ び購 入 量 は50.9億 ㎡(1万kcal換 算)

とな り、 前 年 に比 べ11.9%増 加 した。 この う ちガ ス生 産

量 は 、前 年 に比 べ13.4%増 、購 入量 は8.0%増 とな って お

り、 生 産 量 と購 入 量 の 割 合 は72.3%と27.7%と な り、生

童量 の占 め る割 合 が1.0%増 加 して い る。

生 産 量 お よ び購 入 量 の構 成 比 の 内訳 をみ る と、生 産 量

で は石 炭 系 ガ スが 前 年 に比 べ4.7%減 の35.1%、 石 油系 ガ

スが2.5%減 の55.4%、 液 化 天 然 ガ ス を含 む 天 然 ガ ス が

7.1%増 の9.3%、 その 他 ガス0.2%と な って い る。一 方 、

購 入 量 につ い て は石 炭 系 ガ スが0.5%増 の44.5%、 石 油 系

ガ スはL4%減 の25.8%、 天 然 ガ ス は0.9%増 の29.5%、

そ の 他 ガス0.2%で あ る。

◎ ガ スの生 産 、購 入 量

(単 位:100万 ㎡:1万kcal/㎡ 換 算)

45年 生 産 量

44年 〃

対前年増加量

対前年増加率

45年 生 産 量

44年 〃

対前年増加量

対前年増加率

(石 炭 ガ ス)

1,291

1,290

1

0,1%

(液化天然ガス)

297

26

27}

1,059,5%

(石 炭 ガ ス)

45年 購 入 量628

44年 〃575

対 前 年 増 加 量53

(石1由 ガ ス)

2,039

1,878

161

8,6%

(天 然 ガ ス)

45

44

1

2,7%

(そ の 他 ガ ス)

6

5

1

18,5%

(石 油 ガ ス)

364

355

9

(計)

3,678

3,243

435

13.4%

(天 然 ガ ス)

416

374

42



対前年増加率

45年 購 入 量

44年 〃

対前年増加量

対前年増加率

9.1% 2.5%

(そ の 他 ガ ス>

4

3

1

31.1%

11.2%

(計)

1.412

1,307

105

8.0%

原 料 消 費 量で は、液 化 天 然 ガ スが1,120.6%増 加 し、石

炭 が1。9%、 原 重油5.4%、 灯 揮 発 油(ナ フサ 〉 が8.5%、

液 化 石油 ガ スが13.3%と いず れ も増加 して い る。 反 面 コ

ー クス は47 .9%減 少 して い る。44年 よ り新 熱 源 と して 液

化天 然 ガ ス(LNG)は21万t増 加 して22万9干tが 使 用

され た。

45年

44年

対前年増加

同 増 加 率

45年

44年

対前年増加

同 増加 率

◎ 原料消費量

(石 炭) (コ ー ク ス)

(万 の

712.6

699.5

13.1

1.9%

(液 化 石 油 ガ ス)

(万t)

17.6

ユ5.6

2.0

13.3%

(万t)

4,1

7.9

△3.8

△47.9%

原 重 油
灯揮発油

(万Kl)

284.8

265.9

18.9

7,1%

(液 化 天 然 ガ ス)

(万t)

22.9

1.9

21.0

1,120.6%

(変成用天然ガス)

45年

44年

対前年増加

同 増 加 率

(100万 ㎡)

39.7

35.2

4.5

12.7%

コ ー ク スの 生 産 量 は514.5万tと な り前年 よ り12.1万t

増 加 した 。 また 、 出荷 量 は鉄 鋼 関連 産 業 が 少 し落 ちて き

て い るた め 、 わ ず か9.5万tの 増加 とな った 。

◎ コー ク ス生産 量 、 自家 消 費量 お よび 出荷 量

45年

44年

対前年増加

同 増 加 率

(生 産 量)

5,145

5,024

121

2.4%

(単 位:1,000t)

(自 家 消 費 量)

85

108

△23

△21.2%

(出 荷 量)

5,028

4,933

95

1.9%

(3)ガ ス事 業 者 新 設 等 の状 況

45年 度(45年1月 か ら46年3月 ま で とす る。)中にお い

て 、 ガ ス事 業 者 の 新 設 は 、7件 、事 業 の譲 渡 は 、1件 で 、

この結 果 、 ガ ス事 業 者 の 数 は 、238と な っ た 。.

(事業者名〉

鳥 栖 ガ ス㈱

小 浜 ガ ス㈱

中 間 ガ ス㈱

山 鹿 ガ ス㈱

鷲 宮 ガ ス㈱

日高安宅 ガス㈱

第 一・一 ガ ス㈱

(譲渡人)

◎45年 度のガス事業者の新設許可

(供 給 区 域)

佐賀県鳥栖市の一部

長崎県小浜町の一部

福岡県中間市の一部

熊本県[h鹿 市の一部

埼1{県鷲宮町の一部

埼k県 日高町の一部

長崎県深堀町の一部

(許 口」年 月 日)

45、7、24

45、7、24

45、7、24

45、8、26

45、10、9

46、2、22

46、3、31

3年 後

需要家数
3,000

800

3,500

2,000

3,880

2、905

16,912

◎45年 度のガス事業譲渡

千葉県住宅供給公社

〔譲受人)

京葉瓦斯㈱

(譲渡認可年月 日)

46、3、23

◎45年 度 の カ ロ リー ア ッ プ実 施

(事 業 者 名) (許可年月 日)

鴻 巣 市

島 田 瓦 欺 ㈱

大 多喜天然瓦斯㈱

九州 ガス㈱(練 早地区)

〃(大 村地区〉

富 士 宮 瓦 斯 ㈱

45、7、23

45、8、II

45、8、11

45、10、21

45、10、21

45、11、2

変史前

標準熱量

4,500

4,500

9,100

3,600

3,600

4.500

僕給 ガス

の種類

ナ フサ ガス

ブタ ンガス

ナ フサ ガス

プ タン ガス

天 然 ガ ス

ブ タン ガス

ブ タンガ ス

(譲渡の供給区域)

流山市涯戸川台

(単 位:Kcal・ 円)
変更後

標準熱量

9,500

7,DOO

9,200

4,500

4,500

5,000

(改定料金)

36.93

40.80

45.44

28.57

26.93

30.54

◎45年 度 に料金 を変 更(カ ロ リア ップを除 く)し た業 者(単 位:円)

(事 業 者名)

角栄瓦 斯㈱

西 脇 市

大富士瓦斯㈱

八 森 町

(認可年月 日)

45、3、11

45、12、16

46、3、18

46、3、22

(変更前料金単価〉

39.09

38.OO

31.92

17.07

(変更後料金単価)

37.17

39.74

30.06

27.39

◎45年 度 に料金 を設 定 した事 業者(単 位:Kcal・ 円)

傳 業者名〉

飯塚 ガス㈱

千葉ガス㈱

黒石ガス㈱

角栄瓦斯㈱

小浜ガス㈱

鳥栖ガス㈱

(供給区域)

福岡県飯塚市の一部

千葉県佐倉市の一部

青森県黒石市の一部

干葉県佐倉市の一部

長崎県小浜町の一部

佐賀県鳥栖市の一部

(許可年月日)

45、2、16

45、6、20

45、8、11

45、10、31

45、12、17

46、210

(標準熱量)

4,500

9,200

24,∞0

9,200

7,000

4,500

(料金単価)

20.45

45.95

150.00

45.76

41.27

26.94

(4)経 理

昭 和45年 度 にお い て決 算 を行 な った 一般 ガ ス事 業 者

は、 私 営159、 公営73社 、 合計232事 業 者 で あ る。 これ

を44年 度 と比 較 す る と、 私 営2事 業 者 が増 加 して い る。

これ ら一 般 ガス 事業 者 の 経 理 内容 は次 の とお りで あ る。

〔収 益 状況 〕

昭 和45年 度 に お いて は、 依 然 と して 堅 調 な ガス 需要

に 支 え られ て順 調 な 伸 び を示 し、 収 入 面 で は 、 ガス売

上 が2188億 円、 コ ー クス その 他 副産 物 の 売 上 が658億

円 、合 計2842億 円 の 大 幅 な 増 加 とな った 。 これ を前 年

度 に比 較 す る と354億 円14.2%の 増 収 を 示 した。 これ

に対 し支 出 面 で は 人件 費 の 上 昇 、設 備投 資 の増 大 に伴

い資 本 費 が 増 加 して い る。 す な わ ち売 上原 価 は1320億

円 、13.9%の 増 加 、供給 販 売 費 お よ び一 般 管 理 費 は1121

億 円15.8%の 増 加 、 営 業 外 費 用 は171億 円27.7%の 増



加 とな った。 この結 果 、総 経 常 利 益 と して は 、313億

円 とな り、 前 年 度(302)億 円 に 比 し、3.7%の 増 加 に

と ど ま った。 なお 主 な 比 率 につ い て み る と、総 資本 利

益率 は6.7%製 品 売 ヒ高 利 益 率 が11%と な り前 年 度

(7.4%、12.1%)に 比 べ て 低 下 した。

〔資産 内 容 〕

昭 和45年 度 にお い て は 、 総 資 産5043億 円 中 、固 定 資

産 が78,9%を 占 め 設 備 投 資 の 増 大 に よ り前年 度 と同様

増 加 して い る。

流 動 資産 、 繰 延 資 産 も、 前年 度 と同 様 増 加 して い る。

〔資本 構 成 〕

昭 和45年 度 にお い て 、 負 債 、 資 本 項 目は 、 固定 負 債 、

流動 負 債 と もに増 加 し、 総 資 本 中 、負 債 合 計 が64%(前

年度62.6%)と 占 めて い る。

(図1)企 業収益の変化

昭 和45年 度 一 般 ガ ス 事 業 者 経 理 内 容

〔単位:100万 円〕(100万円以下4捨5人)

貸

借

対

照

表

損

益

計

算

書

資

の

部

負

債

お

よ

ぴ

資

本

の

部

経

常

損

益

の

部

特
別
損
益

等

固 定 資 産

流 動 資 産

繰 延 資 産

資 産 計

固 定 負 債

流 動 負 債

引 当 金

負 債 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 計

負債資本計

製 品 売 ヒ 高

ガ ス

コ ー ク ス

その他

売 上 原 価

供 給 販 売 費

一 般 管 理 費

事 業 利 益

営 業 雑 益

附 帯 事 業 利益

営 業 ・外 収 益

営 業 外 費 用

総経常利益

法 人 税

特 別 利 益

特 別 損 失

当期利益

集計事業者 数

45年

構成比

398175

105650

515

5〔M340

137894

155755

28906

322555

119525

62260

181785

SO4340

284168

218866

58364

6938

132038

ll2071

40059

2429

263

5653

17107

31297

ll328

1411

1770

19610

232

78,9

21,0

0.1

100.0

27,3

30.9

5,8

64,0

23.7

12.3

36.0

100.0

100.0

77.0

20.5

2.4

46.5

39.4

14.1

09

o.1

2.0

6.0

11,0

4.0

0.5

0.6

6.9

44年

344且87

89419

374

433980

ll7126

128666

26042

271834

106409

55737

162146

433980

248743

192706

49224

6813

115854

96755

36134

1969

390

5076

13391

30178

10831

1652

1652

19347

230

構成比

79.3

20.6

0,1

100.0

27.0

29.6

6,0

62.6

24.5

12,9

37,4

100.0

100.0

77.5

19.8

2.7

46.6

38.9

14.5

0.8

0,2

2.O

5.4

12.1

4,4

0,7

O.7

7.8

増 減

53988

16231

141

70360

20768

27089

2864

50721

13116

6523

19639

70360

35425

26160

9140

125

16184

15316

3925

460

4127

577

3716

11ig

497

△241

(図2)財 務構造の変化
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(5)設 備投資

45年度は 「都市ガス享業新5ヵ 年計画」(43年4月

策定)の 第3年 度 として、最近における都市ガスに対

するお う盛な需要に即応 したガスの普及拡大、公害防

止、保安の強化、サービスの向上等を中心に積極的な

設備投資を実施 した。 この結果、設備投資額は1,082億

円と前年度に比べ35%の 大幅な増加 となった。

45年度設備投資額

(設備別全国計)(単 位:100万 円)

44年 度(A)45年 度(B)比 率B/A(%)

263
製造設備

供給設備

業務設備

そ の 他

(合計)

16,790

57,532

5,593

313

80,228

21,463

74,035

8,713

3,971

108,182

127.8

128.7

155.8

(12,7倍)

134.8



(注)「 その 他 」 は 、 供給 区域 内の 簡 易 ガ ス事 業 関

係 お よ び地 域 冷 暖房 事 業 関 係 の 設 備 で あ る。

この 内 訳 は 、製 造 設 備215億 円(27.8%増) 、供 給 設

備74〔 億 円(28.7%増)、 業 務 設 備87億 円(55,8%増)、

その他 設 備40億 円 とな っ て い る。1:事 内 容 と して は前

年 度 に 引 き続 き、大 規 模 輸 送 導 管 をは じめ とす る本 支

管 の投 資 が顕 著 で あ るが 、 これ は ガ ス事 業者 が最 近 に

おけ る国民 の生 活 水 準 の 向 上 と大 都 市 を中必 とす る急

速 な都 市化 現 像 に伴 い、 広 域 化 した 都 市 の形 成 に即 応

した ガ ス供 給 体 制 の 整 備拡 充 を急 務 と し、大 規 模 な本

支管 投 資 に積 極 的 に 取 り組 ん で い るか らで あ る。

44年 度 の 設 備 投 資 の 所 要 資金 額 は 、 設備 資金 の ほか

社 債 、 借 入 金 等 の返 済金 を加 え る と1,378億 円 とな り、

44年 度 に比 べ33%の 増 加 とな った。 この 所 要 資金 に対

す る調 達 方 法 は 、構 成 比 で み る と、 自己 資金39.0%、

工事 負担 金5.0%、 増 資7.1%、 社 債10.0%、 借 入 金38.9

%と な って い る。 借 入 金 の うち財 政 資金 の 内 訳 は 、 日

本 開発 銀 行35.8億 円 、北 海道 東 北 開発 公 庫8億 円 、 中

小 企 業 金 融公 庫16億 円 、地 方 債20億 円、 その 他2億 円、

合 計82億 円 で 、前 年 度 に比 べ60.5%の 大 幅 増 加 とな や

た。

(所要資金)

45年度設備資金調達

(単位100万 円)

44年 度(A)45年 度(B)比 率B/A(%)

設備資金

返 済 金

(合 計)

80,228

23,746

103,974

108,182

29,667

137,849

134.8

124.9

132.6

(資金調達) (単 位100万 円)

44年 度(A)45年 度(B)比 率B/A(%)

自己 資金

工事負担金

増 資

社 債

借 入 金

(合 計)

43,544

5,280

2,415

10,312

42,423

103,974

53,774

6,866

9,836

13,787

53,586

137,849

123.5

130.0

(4倍)

133.7

126.3

132。6

(6)税 制

ガ スの 消 費 に係 る電 気 ガ ス税 の免 税 点 は 、4駈‡三度 に

200円 引 き上 げ られ た の ひ引 きつ づ き45年4月1日 か ら

さ らに200円 引 き上 げ られ1,2001T]と な やた。

44年 度 か ら租 税 特 別 措 置 法 に よ り特 定 ガ ス導 管工 事

特 別償 却制 度 が創 設 され た が 、建 設 期 間が 長 く、 か っ、

建 設 費 が 多額 な特 定 ガ ス導 管 工 事 につ いて は、 各年 の

投 資額 に 見合 った減 税 を行 な うこ とが で きる 「特 定 ガ

ス導 管 工 事 特 別 償 却 準 備 金 制 度 」 が45年5月 か ら併 設

され た 。

{7)製 造 設 備 と供 給 設 備 の状 況

◎45年 度 末 製 造 設 備 能力(単 位:1,000㎡/日)

(対前 年比)

石 炭 系'3,706(96 .9%)

石 油 系13,168(105・5%)

LPG系4,835(105 .4%)

天 然 ガス系4,443(150 ,0%)

そ の 他350(111 ・5%)

(計)26,520(109.6%)

◎ ガ ス ホ ル ダ ー貯 蔵 能 力(単 位:1,000m/日)

高 ・中 圧(1kg/c㎡ 以.tl)8,456(125.0%)

低 圧(1kg/c㎡ 未 満)6,018(97.9%)

(計)14,474(ll2。1%)

◎ ガ ス導 管 延 長(単 位:㎞)

3㎏/(iit以 上2 ,288(115.4%)

50g/c㎡ 以 上3kg/c㎡ 未 満7,743(109 .0%)

50g/c㎡ 未 満78 ,344(107.8%)

(計)88,375(108.1%)

(8)保 安

① ガ スの 製 造 お よ び 供 給 に伴 う事故

ガ ス事 業.者の 製 造 お よ び 供給 に伴 う事 故 の発 生件

数 は、 別 表 に み られ る よ うに126件 とな り、前 年 の

88件 を38件 上回 った 。

この よ うに大 幅 に増 加 した原 因 は、 大 阪 ガス事 故

(44年4月8日 、死 者79人 、 負 傷 者420人)に 伴 い、

ガス事 故 に対 す る社 会 的 関 係 が 高 ま り、 小 さい事 故

に つ い て も新 聞 に報道 され た こ とな ど もあ って 、 そ

の件 数 が増 加 した もの で あ る。 した が って、44年 の

事 故 件 数88件 の う ち二 次 的 被害 を伴 った もの は、64

件 で あ った の に対 して 、45年 の126件 の うち二 次 的

被 害 を伴 った もの は 、57件 と減 少 して い る。

これ を原 因 別 に み る と、 製 造 部 門 にっ い て は 、集

中 豪 雨 に よ る増 水 で 工場 が 浸 水 し、 製造 設備 の停 止

な どに よ り3件 増 加 して お り、 供 給 部 門 につ いて は、

他工 事18件 、 地盤 の 不 等 沈 下13件 、 導管 工 事 に よ る

もの10件 、 そ の 他8件 増加 して い る反 面 、交 通 量 の

激 化 によ る もの6件 の 減少 が 目立 って い る。

② ガス 中 毒 事故

ガス 中 毒 事故 は 、件 数 、被 害 者 数 と も43年 以 降漸

増 して い る。 これ は 、 ガ ス消 費 機 器 の 普 及 率 の 上昇 、

家屋 構造 の緊 密 化 な どに よ る もの で あ る。

これ を原 因 別 に み る と、 ガ ス風 呂 、 瞬 間湯 沸 器 お

よ び ス トー ブの 不 完 全 燃 焼 に よ る もの が53件 で 最 も

多 く、約80%を 占 め 、 次 い で ゴ ム管 の はず れ 、 ガス

栓 の 締 め忘 れ な どの 不 注意 に よ る もの8件 な ど とな

って い る。

③ ガス 保 安技 術 指 導

中小 ガス 事業 者 の ガ ス の製 造 お よ び供 給 に 関す る

保安 な らび に設 備 の 合 理 化 運 用 に 関 す る技術 につ い

ての指 導 を 目的 と して 、36年 度 か ら実 施 して い る ガ

ス保 安 技 術 指 導 は、 毎 年 ガス 事 業 者 か ら希望 調 査 を



取 っ・て実施 し、所期の成果をあげてお り、45年度 も

次の9事 業者について実施した。

大網臼里町(千 葉県)関 東ガス(埼 玉県)南

日本ガス(鹿 児島県)長 野県企業局(長 野県)、

大町ガス(長 野県)篠 山町(兵 庫県)弘 前ガス

(青森県)一 ノ関ガス(岩 手県)小 名浜ガス(福

島県)

◎ ガスの製造供給に伴 う事故 ・年別 ・原因別集計表(昭 和38-44)

製

造

部

門

供

給

部

門

暴風雨等によるもの

火災によるもの

停電 によるもの

製造設備等の故障によるもの

そ の 他

小 計

暴風雨等によるもの

他工事によるもの

地盤の不等沈 トによるもの

交通量の激化によるもの

火災によるもの

停電によるもの

操作の誤 りによる もの

導管工事によるもの

そ の 他

小 計

{合 計)

B9)

1

2

1

2

6

2

10

7

8

5

1

9

14

56

60

㈹ ㈲

1

1 1

1 1

1 4

4 6

4 4

24 21

4 8

4 7

2 1

2 3

2 1

6 2

4 16

52 63

53 65

幽

1

2

4

7

7

14

12

7

2

1

2

13

㈹

2

10

2

14

31

8

6

4

3

1

28

58 81

60 83

㈹

0

0

0

1

2

3

2

33

2

11

0

0

8

5

24

85

88

㈱

2

4

6

5互

15

5

1

1

15

32

120

126

(注)1つ の原因で製造供給の両方に事故が生 じた場合は合計において

1件 とした。

◎ 原因別ガス中毒事故 〔昭和43年 ・44年・45年〉

ゴム管によるもの

ガス風呂によるもの

ガスス トーブによるもの

ガス栓による もの

導管によるもの

瞬間湯沸器によるもの

そ の 他

計

昭 和43年

〔件数)

17

7

7

2

14

56

〔死亡)

9

24

13

3

2

11

62

(中毒}

7

13

o

IL

3

24

58

昭 和44年

僻数)

!3

12

11

4

1

20

61

(死亡〉

19

11

13

7

0

24

74

〔中毒)

12

10

4

2

2

29

59

昭 和45年

(件数)

4

24

12

4

17

7

68

〔死亡)

5

30

20

3

27

9

94

伸 毒)

6

9

2[

4

18

1

59

(9)簡 易ガス事業は、一般の需要に応じ簡易な発生設備

においてガスを発生 させ、導管によ り1の 団地におけ

る供給地点が70以 上にガスを供給する事業である。簡

易ガス事業は従来都市 ガスの未普及地域においていわ

ゆる小規模導管供給事業として発生 した新たなガス供

給万式で一般ガス事業に対 し小規模、団地等地点供給

という特色をもっている。なお、一般ガス事業者がそ

の供給区域内において簡易ガス事業を営むときはその

簡易ガス事業は一一般 ガス事業とみなされる。

簡 易 ガス 事業(み な し一 般 ガス 事 業 を含 む。)数等 は

別 表 の とお りで あ るが 、昭 和45年12月 末 現 在 、事 業者

数 は656、供 給地 点 群(ユ の 団 地 に 係 る供 給地 点 の 総 称

を い う)数 は1,942、 供 給 地 点 の 数 は390,366と な って

い る。 また 、規 模 別 で は供 給 地 点 の 数 が300以 下 の 供 給

地 点 群 が 全 体 の86%と な って い る。 な お 、簡 易 ガス 事

業 の 分 布 は東 京 ・大 阪 ・名古 屋 通 産 局 管 内 の み で 全 体

の70%を 占 めて い る。

簡 易 ガ ス事 業 等 の規 模 別 一 覧 表

(昭和45年度.末現在)

規 模 別

(供給地点の数)

70～100

101--200

201～300

301-400

401-500

501-7QO

701～1,000

1,000以 ヒ

(合 計)

供 給 地 点 群 数

簡易 ガス事業

672

695

214

99

47

54

34

33

1,848

みなし一般 ガス事業

21

44

18

4

5

2

合 計 〔%)

693

739

232

103

52

56

34

33

94 ],942

36.0

38.0

12.0

0.5

0.3

0.3

0.2

0.2

100%

〔1)簡 易 ガ ス事業

簡 易 ガ ス事 業 者 等 一 覧 表

(昭和45年度末現在)

通産局別

札 幌

仙 台

東 京

名 占 屋

富 山

大 阪

広 島

四 国

福 岡

事業者数

18

33

209

77

24

113

76

28

50

(合計) 628

供 給 地 点 数 等

供給地点群数 供給地点の数

59

75

645

226

73

420

150

64

136

12,792

18,841

131,025

36,658

13,208

96,180

21,225

9,885

32,686

1,848 372,504

1供給地点群
あた りの地点数

216

251

203

162

180

229

141

154

240

201

備考

(2)み な しt一般 ガス事業

札 幌

仙 台

東 京

名 古 屋

富 山

大 阪

広 島

四 国

福 岡

(合計)

1

3

10

2

1

2

7

2

28

3

6

41

17

5

6

14

2

94

299

828

8,083

3,284

1,112

1,180

2,743

333

17,862

(昭和45年 度末現在)

97

138

197

193

222

197

196

166

190


